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１．はじめに 

将来発生が予測される南海トラフ巨大地震による長周期地震動対

策に関する技術的助言 1)が，2016年 6月に国土交通省より提示され，

長周期地震動を用いた動的検証とともに，長時間継続の揺れに対す

る建物の各部材の損傷度評価が重要視されている。さらに，2016
年 4 月に発生した熊本地震では，二十数時間以内に震度 7 が 2 回発

生する事象が観測され，内陸直下型地震に対しても前震や余震を含

めた連続発生による繰返しの揺れに対し，部材の疲労破壊的な挙動

に対する検証が重要と考えられる。 
大規模地震対策として多く利用されている制振ダンパーは，地震

エネルギーを集中的に吸収することで主架構の損傷を最小限にとど

め，地震被災後も建物の継続利用を可能とする高耐震性架構の実現

に有効である。制振ダンパーの繰返し疲労に対する損傷度評価には，

時刻歴応答解析から得られるランダム応答ひずみ波形を，レインフ

ロー法などを用いて一定振幅とみなせる波形に分解し，個々の波形

に対する損傷度を逐次累加して算定する Miner 則手法が一般的に

用いられる 2)。しかしながら，Miner 則評価に必要となる波形分解

や，損傷度の逐次計算には多くの手間を要するため，波形分解をせ

ず，時刻歴応答解析で得られる制振ダンパーの最大ひずみとエネル

ギー吸収量のみから損傷度を推定できれば，設計者の利便性が高い

有効な手法となり得る。中高層建物などの時刻歴応答解析を採用し

ないケースにおいては，エネルギー法 3)などを用いて最大変形やエ 

ネルギー吸収量を推定することも可能であり，さらに，設計の初期

段階で制振ダンパーの必要量を仮定する際も，目標とする建物の層

間変形角と同時に，損傷度を考慮したダンパー量の設定が可能と考

えられる。 
最大ひずみとエネルギー吸収量のみから損傷度を推定する評価法

の一つとして，ランダム応答波形を，エネルギー等価で最大ひずみ

を振幅とする一定振幅波形に置き換えて損傷度を推定する最大振幅

則がある。ただし，最大振幅則は確実に安全側の評価を与えるもの

の，安全率が過大となることが指摘されている 4)。そこで，竹内ら

5),6)は，ひずみ履歴曲線の骨格部比率やひずみ集中の影響などを考慮

した累積塑性ひずみと最大塑性ひずみによる破断予測式を構築する

ことで，精度の高い損傷度評価法を提案している。 
一方で，筆者らは，最大ひずみ振幅の代わりに平均ひずみ振幅を

用いて，ランダム波形を一定振幅波形に置き換える平均振幅則を提

案し 7)，8)，Miner 則に近い評価が可能であることを示してきた。し

かしながら，平均ひずみ振幅の与え方によっては危険側の評価とな

る可能性もあることが分かっている。 
そこで本報告では，Miner 則評価に対して安全側の評価を与える

ための平均ひずみ振幅を最大ひずみ振幅から推定し，平均振幅則に

取り込むことにより，波形分解を不要とする簡易な損傷度評価法を

提案することを目的とする。さらに，地震動特性の影響を反映する

ため，秋山・北村によって提案された基本地震動に対する繰返し反 
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復数 f 値 9)を指標として，最大ひずみ振幅と平均ひずみ振幅の関係

を定式化することを試みる。なお，制振ダンパーは，低降伏点鋼を

用いた十字型軸材と，溶接組立箱形断面で構成される座屈拘束ブレ

ースを対象とする。 

 

２．検討フロー 

建物に組み込まれた制振ダンパーの最大ひずみ振幅と平均ひずみ

振幅の関係を把握するため，地震動特性（15 波）とダンパー量（5
ケース）をパラメータとした試設計建物（10 層）の時刻歴応答解析

を行う。次に，各層のダンパーに対し，得られたランダム応答ひず

み波形（計 750 ケース）から Miner 則を用いた損傷度を算定し，こ

れと平均振幅則による損傷度が等しくなるための平均ひずみ振幅を

抽出する。最終的に，地震動特性を考慮した平均ひずみ振幅と最大

ひずみ振幅との関係を定式化し，最大ひずみ振幅とエネルギー量を

用いた簡易推定式を構築する。 

 

３．試設計建物の時刻歴応答解析 

3.1 建物モデル 

検討対象建物は，図 1 に示すように，高さ 42.4m(1 階 4.6m，2
～10 階 4.2m)，長辺方向が 43.2m (7.2m×6 スパン)，短辺方向が

20.0m(14.0m+6.0m) の 10 層鋼構造建物 10)とし，ダンパーを除く主

架構のみの 1 次固有周期 fT は 2.01s である。主架構の部材断面を表

1 に示す。ダンパーは，3.2 節に示す座屈拘束ブレースを想定し，長

辺方向に各層 8 基（検討対象は A 通り②側）設置している。また，

本報ではダンパー量の指標となる第 1 層におけるダンパーの降伏層

せん断力係数 1ydα を 0.01，0.03，0.05，0.07，0.10 とした建物モデ

ルを扱う。時刻歴応答解析は検討対象建物の長辺方向のみを対象と

し，主架構を弾性とした。構造減衰は，主架構の 1 次固有周期 fT に

対して h =2％となる初期剛性比例型とした。 
3.2 ダンパーのモデル化 

解析に用いるダンパーは，図 2 に示すように，塑性化部に低降伏 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 (a) 軸組図 (b)基準階伏図 

図 1 検討対象建物 

 

表 1 主架構の部材断面 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

図 2 座屈拘束ブレースの構造概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 ダンパーのモデル化 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 ダンパー（一様断面）の履歴モデル 

 

点鋼 LY225 を用いた十字型軸材が，溶接組立箱形断面で構成される

補剛材の対角線上に配置された座屈拘束ブレース 7)を想定する。 
図 3 に示すように，接合部を剛域とみなし，弾性部と塑性化部で

構成されるダンパーを，等価なヤング係数 eqd E を用いて 1 要素（一

様断面）でモデル化する。このとき，ダンパー軸方向の等価剛性 eqd K

は次式で表される。 
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ここに，E：ヤング係数( = 2.05×105 N/mm2 )， 1k ：ダンパー全長 Ld

に対する塑性化部長さ pd L の比， 2k ：塑性化部断面積 pd A に対する

弾性部断面積 ed A の比， 3k ：ダンパー全長 Ld に対する両端剛域長

さ cd L の比である。ここでは剛域を 3k = 0 と仮定し，対象とする座

屈拘束ブレースの一般的な形状を考慮して， 1k = 1/3， 2k = 2.0 と設

定すると，等価ヤング係数は EEeqd ⋅= 5.1 と算定される。 
また，第 i 層に設置するダンパーの降伏層せん断力 yid Q は，第 1

層のダンパーの降伏層せん断力係数 1yd α を用いた下式で設定する。 

1
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ここに， jm ：第 j 層の質量， g ：重力加速度， if Q , 1Qf ： iA 分布

に基づく第 i 層，第 1 層の主架構の層せん断力である。各層のダン
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で表される。 
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さ cd L の比である。ここでは剛域を 3k = 0 と仮定し，対象とする座

屈拘束ブレースの一般的な形状を考慮して， 1k = 1/3， 2k = 2.0 と設

定すると，等価ヤング係数は EEeqd ⋅= 5.1 と算定される。 
また，第 i 層に設置するダンパーの降伏層せん断力 yid Q は，第 1

層のダンパーの降伏層せん断力係数 1yd α を用いた下式で設定する。 
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ここに， jm ：第 j 層の質量， g ：重力加速度， if Q , 1Qf ： iA 分布

に基づく第 i 層，第 1 層の主架構の層せん断力である。各層のダン

パー１本あたりの降伏軸力 1yd N ，および断面積 id A はそれぞれ下式

で表される。 
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ここに， iθ ：ダンパーの取付け角度（第 1 層においては iθcos = 0.62，
第 2 ～10 層においては iθcos = 0.65）， ydσ ：ダンパー軸材の降伏応

力度である。ダンパーの復元力特性には， ydσ = 225 N/mm2，2 次

剛性比を 1/40 とする移動硬化型のバイリニアを採用した（図 4）。 
3.3 入力地震動 

 文献 9)では，地震動を単位地震動の単純な繰返し挙動と捉え，速

度応答スペクトルとエネルギースペクトルとの関係を用いて，最大

変形と累積塑性変形との対応関係を定量化している。指標とする単

位地震動の反復数 f 値は下式で定義される。 
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ここに， EV ：地震動による総エネルギー入力の速度換算値， vS ：

地震動の速度応答スペクトル， h ：減衰定数であり， EV は h = 0.1 
 

表 2 入力地震動と反復数 f 値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (a)擬似速度応答スペクトル  (b)エネルギースペクトル 

図 5 解析用入力地震動のスペクトル（ f 値≦1.0） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (a) 1yd α =0.01 (b) 1yd α =0.05 (c) 1yd α =0.10 

図 7 最大層間変形角 maxR の高さ方向分布 

における地震動のエネルギースペクトルを用いる。 
 地震動特性の影響を考慮するにあたり，この反復数 f 値が概ね

0.5～3.0 に分布するように入力地震動を選定した。採用した入力地

震動と式(6)で算定される f 値を表 2 に示す。設計検討用のいわゆる

標準波（EL Centro，TAFT，HACHINOHE）は， f 値が 1.0 近傍

となっている。 f 値と地震動の実効継続時間は比例的な関係にある

9)ことから， f 値が大きいほど海溝型地震による地震動の特徴を示
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法に関する研究会（大震研）」にて公表されている大阪市域 A4 ゾー 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (a)擬似速度応答スペクトル (b)エネルギースペクトル 

図 6 解析用入力地震動のスペクトル（ f 値＞1.0） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (a) 1yd α =0.01 (b) 1yd α =0.05 (c) 1yd α =0.10 

図 8 累積塑性変形倍率 Eη の高さ方向分布 
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ンにおける上町断層帯のフラットタイプ地震動 13)（UEMACHI）の

計 5 波を採用した。地震動を f 値≦1.0 と f 値＞1.0 に分けて，疑

似速度応答スペクトルとエネルギースペクトルを，それぞれ図 5,6
に示す。また，図中には主架構のみ，および 1ydα を変化させたとき

のダンパー付建物の 1 次固有周期 1T を併せて破線で示す。 1T 付近で

のスペクトルはいずれもなだらかであり，ダンパーの設置量による

入力エネルギーの変化は小さいと考えられる。 
3.4 解析結果 

 ダンパー量を 1yd α = 0.01，0.05，0.10 とした場合の最大層間変形

角 maxR およびダンパーの累積塑性変形倍率 Eη の高さ方向分布を，

それぞれ図 7,8 に示す。なお，プロットは， f 値= 1.0 を基準とし

て分けて示している。一部の地震動を除き， maxR は 1yd α = 0.01 に対

して約 1/50rad 以下， 1yd α = 0.10 に対して約 1/100rad 以下に収ま

っている。 1yd α = 0.01 に対して maxR ＞1/50rad となる UEMACHI
（ f 値≦1.0）と CH1（ f 値＞1.0）を比較すると，ダンパー量の

増加による応答低減効果に差が見られ，海溝型地震による地震動の

特徴を示す f 値＞1.0 の CH1 に対して，ダンパーの設置効果がより

高い傾向が見てとれる。また， Eη を比較すると， 1yd α = 0.01 にお

いて，CH1,OS1（ f 値＞1.0）に対する値が明らかに大きくなって

おり，長時間継続によるエネルギー吸収量の増大傾向が表れている。

これらの傾向を踏まえて，以降は f 値≦1.0 と f 値＞1.0 の地震動

に分けて検討を進めることとする。 
 

４．損傷度評価法の構築 

4.1 Miner 則による疲労損傷度の算出 

Miner 則評価に必要となる疲労曲線式は，文献 2)を参考に，弾性

ひずみと塑性ひずみを含めた全ひずみ振幅 tεΔ を用いた簡易的な表

現として下式を用いる。 
( ) 1

1
βε −⋅=Δ crt NC   (7) 

ここに， crN は疲労限界に達するまでの限界繰返しサイクル数，

1C , 1β は一定振幅載荷試験から得られる定数であり，評価対象とす

る座屈拘束ブレースの一定振幅載荷実験結果 7)に基づき， 1C = 15.83, 

1β = 0.44 を用いることとする。 
次に，時刻歴応答解析結果から得られるダンパー（1 要素）の応

答変位波形から弾性部の変形分を差し引き，塑性化部長さで割った

ダンパー塑性化部の応答ひずみ波形を，レインフロー法 14)を用いて

一定振幅とみなせる半サイクルに分解する。得られた i 番目の半サ

イクルに対する損傷度を逐次足し合わせることで，Miner 則による

損傷度 mD は下式で算定できる。 

 
==








 Δ
⋅==

n

i

ti
n

i cri
m CN

D
1

1

11

1

2
121

βε
 (8) 

ここに， n は波形分解で得られた半サイクル数である。なお，全ひ

ずみ振幅 ti εΔ が弾性ひずみ範囲（ ti εΔ ≦ yy εε ⋅=Δ 2 ， Eydy σε = ：

ダンパー塑性化部の降伏ひずみ）のものは除いている。 

4.2 等価平均ひずみ振幅の算出 

ダンパー塑性化部に生じるランダム応答波形を，総エネルギー吸

収量W が等価で，かつ平均ひずみ振幅 teq εΔ で一定となる波形に置

き換えると，等価な繰返しサイクル数 eqN は下式で表現できる。 
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W
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==  (9) 

ここに， 1Weq , 1ηeq は teq εΔ に対する 1 サイクルあたりのエネルギー

吸収量および累積塑性変形倍率， Eη は実効継続時間における総累積

塑性変形倍率である。ある全ひずみ振幅 ti εΔ に対する 1 サイクルあ

たりの累積塑性変形倍率 1ηi は，繰返しによる耐力低下を加味した

平均累積塑性変形倍率として，一定振幅載荷実験結果による限界累

積塑性変形倍率 criη と限界繰返しサイクル数 cri N を用いた下式で

定義する。 
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ここに， 2C , 2β は実験結果から得られる定数であり，文献 7)に基づ

き， 2C = 0.184， 2β = 0.717 を用いることとする。なお，式(10)は
全ひずみ振幅を用いた簡易的な表現となっているため，弾性ひずみ

振幅が支配的な低ひずみ領域では，推定誤差が大きいと考えられる。

よって，式(10)の適用範囲は，実験で確認された %0.4%6.0 ≦≦ tεΔ

とする。 
エネルギー量を用いた平均振幅則による損傷度 eD は，下式で表現

できる。 

creq

eq
e N

ND =  (11) 

ここに， creq N は平均ひずみ振幅 teq εΔ に対する限界繰返しサイクル

数である。 
Miner 則評価で得られた損傷度 mD と平均振幅則による損傷度 eD

が等しくなるための平均ひずみ振幅 teq εΔ を，改めて等価平均ひず

み振幅 tm εΔ と定義すると，式(7)～(10)を用いた下式で求められる。 
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4.3 最大ひずみ振幅を用いた等価平均ひずみ振幅の推定 

表 2 に示す全ての入力地震動に対し，ダンパー量を 1yd α  =0.01，
0.03，0.05，0.07，0.10 とした建物の時刻歴応答解析結果から，式

(13)で求めた等価平均ひずみ振幅 tmεΔ と最大ひずみ振幅 tεmaxΔ の

比較を図 9 に示す。なお，図 9 におけるプロットは，f 値≦1.0 と f

値＞1.0 の入力地震動に分類し，各層のダンパーに対して同じ凡例

で示している。また，最大ひずみ振幅 tεmaxΔ は，時刻歴応答解析結 
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ンにおける上町断層帯のフラットタイプ地震動 13)（UEMACHI）の
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のスペクトルはいずれもなだらかであり，ダンパーの設置量による

入力エネルギーの変化は小さいと考えられる。 
3.4 解析結果 

 ダンパー量を 1yd α = 0.01，0.05，0.10 とした場合の最大層間変形

角 maxR およびダンパーの累積塑性変形倍率 Eη の高さ方向分布を，

それぞれ図 7,8 に示す。なお，プロットは， f 値= 1.0 を基準とし

て分けて示している。一部の地震動を除き， maxR は 1yd α = 0.01 に対

して約 1/50rad 以下， 1yd α = 0.10 に対して約 1/100rad 以下に収ま

っている。 1yd α = 0.01 に対して maxR ＞1/50rad となる UEMACHI
（ f 値≦1.0）と CH1（ f 値＞1.0）を比較すると，ダンパー量の

増加による応答低減効果に差が見られ，海溝型地震による地震動の

特徴を示す f 値＞1.0 の CH1 に対して，ダンパーの設置効果がより

高い傾向が見てとれる。また， Eη を比較すると， 1yd α = 0.01 にお

いて，CH1,OS1（ f 値＞1.0）に対する値が明らかに大きくなって

おり，長時間継続によるエネルギー吸収量の増大傾向が表れている。

これらの傾向を踏まえて，以降は f 値≦1.0 と f 値＞1.0 の地震動

に分けて検討を進めることとする。 
 

４．損傷度評価法の構築 

4.1 Miner 則による疲労損傷度の算出 

Miner 則評価に必要となる疲労曲線式は，文献 2)を参考に，弾性

ひずみと塑性ひずみを含めた全ひずみ振幅 tεΔ を用いた簡易的な表

現として下式を用いる。 
( ) 1

1
βε −⋅=Δ crt NC   (7) 

ここに， crN は疲労限界に達するまでの限界繰返しサイクル数，

1C , 1β は一定振幅載荷試験から得られる定数であり，評価対象とす

る座屈拘束ブレースの一定振幅載荷実験結果 7)に基づき， 1C = 15.83, 

1β = 0.44 を用いることとする。 
次に，時刻歴応答解析結果から得られるダンパー（1 要素）の応

答変位波形から弾性部の変形分を差し引き，塑性化部長さで割った

ダンパー塑性化部の応答ひずみ波形を，レインフロー法 14)を用いて

一定振幅とみなせる半サイクルに分解する。得られた i 番目の半サ

イクルに対する損傷度を逐次足し合わせることで，Miner 則による

損傷度 mD は下式で算定できる。 
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ここに， n は波形分解で得られた半サイクル数である。なお，全ひ

ずみ振幅 ti εΔ が弾性ひずみ範囲（ ti εΔ ≦ yy εε ⋅=Δ 2 ， Eydy σε = ：

ダンパー塑性化部の降伏ひずみ）のものは除いている。 

4.2 等価平均ひずみ振幅の算出 

ダンパー塑性化部に生じるランダム応答波形を，総エネルギー吸

収量W が等価で，かつ平均ひずみ振幅 teq εΔ で一定となる波形に置

き換えると，等価な繰返しサイクル数 eqN は下式で表現できる。 
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ここに， 1Weq , 1ηeq は teq εΔ に対する 1 サイクルあたりのエネルギー

吸収量および累積塑性変形倍率， Eη は実効継続時間における総累積

塑性変形倍率である。ある全ひずみ振幅 ti εΔ に対する 1 サイクルあ

たりの累積塑性変形倍率 1ηi は，繰返しによる耐力低下を加味した

平均累積塑性変形倍率として，一定振幅載荷実験結果による限界累

積塑性変形倍率 criη と限界繰返しサイクル数 cri N を用いた下式で

定義する。 
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ここに， 2C , 2β は実験結果から得られる定数であり，文献 7)に基づ

き， 2C = 0.184， 2β = 0.717 を用いることとする。なお，式(10)は
全ひずみ振幅を用いた簡易的な表現となっているため，弾性ひずみ

振幅が支配的な低ひずみ領域では，推定誤差が大きいと考えられる。

よって，式(10)の適用範囲は，実験で確認された %0.4%6.0 ≦≦ tεΔ

とする。 
エネルギー量を用いた平均振幅則による損傷度 eD は，下式で表現

できる。 

creq

eq
e N

ND =  (11) 

ここに， creq N は平均ひずみ振幅 teq εΔ に対する限界繰返しサイクル

数である。 
Miner 則評価で得られた損傷度 mD と平均振幅則による損傷度 eD

が等しくなるための平均ひずみ振幅 teq εΔ を，改めて等価平均ひず

み振幅 tm εΔ と定義すると，式(7)～(10)を用いた下式で求められる。 
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4.3 最大ひずみ振幅を用いた等価平均ひずみ振幅の推定 

表 2 に示す全ての入力地震動に対し，ダンパー量を 1yd α  =0.01，
0.03，0.05，0.07，0.10 とした建物の時刻歴応答解析結果から，式

(13)で求めた等価平均ひずみ振幅 tmεΔ と最大ひずみ振幅 tεmaxΔ の

比較を図 9 に示す。なお，図 9 におけるプロットは，f 値≦1.0 と f

値＞1.0 の入力地震動に分類し，各層のダンパーに対して同じ凡例

で示している。また，最大ひずみ振幅 tεmaxΔ は，時刻歴応答解析結 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 9 f 値と 1yd α に対する tεmaxΔ - tmεΔ 関係 
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果から得られる片側最大ひずみ maxε を 2 倍したものとした。 
プロットの分布にばらつきはあるものの， tmεΔ と tεmaxΔ には一定

の線形関係が見られ， f 値≦1.0 と f 値＞1.0 の入力地震動によっ

て，分布が異なっていることが分かる。また， tεmaxΔ が小さい領域

ではばらつきが大きく，一部のプロットで tmεΔ が tεmaxΔ を超える逆

転現象が見られるが，これは先に述べた tεmaxΔ ＜0.6%における式

(10)の推定誤差が原因と考えられる。一方，入力地震動とダンパー

量 1yd α の組合せによっては， tεmaxΔ ＞4.0%となるものもあるが，概

ね線形関係は保たれている。 
f 値≦1.0 と f 値＞1.0 に対する分布の違いを見るため，図 10 に，

1yd α = 0.01，0.05，0.10 における tεmaxΔ に対する tmεΔ の比の建物高

さ方向分布を示す。 1yd α = 0.01 で比較すると，いずれの入力地震動

に対しても， ttm εε maxΔΔ は設置層によらず概ね同等の値を示す傾

向が分かる。また， 1yd α が大きくなるに従い，中間層と比較して上 
層側でばらつきが大きくなる傾向が見られる。図 8 と比較すると，

累積塑性変形倍率が小さくなる層でばらつきが大きい傾向が分かる。 

次に，式(9)で算定される等価繰返しサイクル数 eqN ，および累積

塑性変形倍率 Eη を横軸にとり， ttm εε maxΔΔ の分布を比較したもの

を，それぞれ図 11(a),(b)に示す。なお， tεmaxΔ ＜0.6%の領域で

ttm εε maxΔΔ が 1.0 を超えるプロットが数点見られたが，式(10)の適

用範囲外であることを考慮して，縦軸は 1.0 を上限としている。図

11(a)において， f 値≦1.0 の地震動に対するプロットは eqN が小さ

い領域に分布し， eqN が小さくなるほど ttm εε maxΔΔ が増加する傾 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (a) 1yd α = 0.01 (b) 1yd α = 0.05 (c) 1yd α = 0.10 

図 10 ttm εε maxΔΔ の高さ方向分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 (a) eqN - ttm εε maxΔΔ 関係 (b) Eη - ttm εε maxΔΔ 関係 

図 11 ttm εε maxΔΔ の分布比較 

向が分かる。これは，内陸直下型地震による地震動において，少な

いサイクル数でパルス的な波形が卓越することにより，平均ひずみ

振幅が最大ひずみ振幅に近づくことが要因と考えられる。一方で，

f 値＞1.0 の地震動に対しては，継続時間が長く，多くのサイクル

数で平均化されるため，瞬間的な最大ひずみ振幅の影響が小さく，

eqN が大きいほど ttm εε maxΔΔ のばらつきも小さくなる傾向にある。

また，図 11(b)において， Eη が大きい領域では， Eη による

ttm εε maxΔΔ の変化が小さく，最大値側はほぼ一定に推移する傾向

が見られる。特に， Eη が大きくなるほど f 値＞1.0 と f 値≦1.0 の

分布の違いがより明確に表れている。 
これらの結果を踏まえて，式(10)の適用範囲となる 0.6%≦ maxεΔ

≦4.0%となるデータのみ（563 ケース）を抽出し， f 値＞1.0 と f

値≦1.0 に分けて ttm εε maxΔΔ の平均値 mλ と標準偏差 mσ を算定し

た。さらに，標準偏差 mσ に対する倍率 b を 0～3.0 まで 0.5 刻みで

変化させ， Eη の最大側で ttm εε maxΔΔ を安全側に評価できる倍率 b

を求めた結果，以下の値が得られた。 
f 値≦1.0 の場合： mλ = 0.53， mσ = 0.08， b = 2.0 
f 値＞1.0 の場合： mλ = 0.45， mσ = 0.08， b = 1.0  

よって，最大ひずみ振幅 tεmaxΔ を用いた推定等価平均ひずみ振幅

tm ε ′Δ を以下のように定式化した。 
( ) tmmtm b εσλε maxΔ⋅⋅+=′Δ  (15) 

式(15)で得られる推定等価平均ひずみ振幅 tm ε ′Δ が，等価平均ひず

み振幅 tmεΔ と等しいと仮定して式(12)に代入すると，推定損傷度 
 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 (a) f 値≦1.0 (b) f 値＞1.0 

図 12 tmε ′Δ と tmεΔ の比較 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (a) f 値≦1.0 (b) f 値＞1.0 

図 13 mD′ と mD の比較 
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mD′ は，最大ひずみ振幅 tεmaxΔ と累積塑性変形倍率 Eη のみを用いた

下式で与えられる。 

( )( ) ( )( ) 12 1
max1

1
2max

ββ εσλεσλ
η

tmmtmm

E
m

bCCb
D

Δ⋅⋅+×Δ⋅⋅+
=′  (16) 

∴  f 値≦1.0 の場合：
( )

2.5642
69.0 14.11

max tE
mD εη Δ⋅⋅=′  

f 値＞1.0 の場合：
( )

2.5642
53.0 14.11

max tE
mD εη Δ⋅⋅=′   

4.4 損傷度評価の妥当性検証 

ここでは，提案した損傷度評価式(16),(17)の検証が目的であるた

め，最大ひずみ振幅 tεmaxΔ と累積塑性変形倍率 Eη は，時刻歴応答解

析結果を用いることとする。 tεmaxΔ のみを用いて式(15)から算定さ

れる推定等価平均ひずみ振幅 tm ε ′Δ と，波形分解を用いた Miner 則

評価による損傷度 mD を用いて式(13)から算定される等価平均ひず

み振幅 tmεΔ を比較して図 12 に示す。また， tεmaxΔ と Eη のみを用い

て式(17)から算定される推定損傷度 mD′ と，Miner 則評価による損

傷度 mD を比較して図 13 に示す。 f 値＞1.0， f 値≦1.0 のいずれ

の場合も，本手法の適用範囲内において，推定損傷度 mD′ が mD に対

して安全側に評価できていることが分かる。なお，低ひずみ領域で，

一部 tm ε ′Δ が危険側に評価されているものの， mD と mD′ の比較にお

いては，その影響は見られない。 tm ε ′Δ が危険側となる範囲の低ひ

ずみ領域では，損傷度 mD の絶対値そのものが小さいため， tm ε ′Δ の

ばらつきが推定損傷度 mD′ に与える影響もほぼ無視できると考えら

れる。 
以上の結果から，本手法を用いることで，波形分解を不要とした

合理的な損傷度推定が可能であることを確認できた。 

 

５. まとめ 

 十字型軸材と溶接組立箱形断面の補剛材で構成される座屈拘束ブ

レースを対象に，地震動特性を特徴づける単位地震動に対する反復

数 f 値を指標として， Miner 則評価と同等の損傷度を与えるための

等価平均ひずみ振幅と，最大ひずみ振幅との関係を定式化した。さ

らに，この関係式を平均振幅則に取り込むことにより，波形分解を

不要とし，最大ひずみ振幅と累積塑性変形倍率のみから損傷度を推

定する手法を構築した。本検討の範囲内ではあるが，得られた知見

を以下に示す。 

（１）Miner 則評価と同等の損傷度を与えるための等価平均ひずみ

振幅 tmεΔ は，時刻歴応答解析から得られる最大ひずみ振幅

tεmaxΔ と概ね線形関係にあり，その相関は，内陸直下型地震

による地震動の特徴を持つ f 値≦1.0 と海溝型地震による地

震動の特徴を持つ f 値＞1.0 で大別することができる。 

（２）最大ひずみ振幅 tεmaxΔ に対する等価平均ひずみ振幅 tmεΔ の比

ttm εε maxΔΔ は，建物に設置されたダンパーの層の違いによる

差は小さく，エネルギー吸収量が大きくなるにつれ，一定値

に収束する傾向がある。 

（３）f 値≦1.0と f 値＞1.0の地震動に対し，それぞれ ttm εε maxΔΔ

の分布特性を適切に評価することで，Miner 則より安全側の損

傷度を推定するための tmεΔ と tεmaxΔ の関係式を定式化できる。 

本報では，限定された建物とダンパー形状を対象に検討を行った

ものであるため，今後は，構造物特性や異なるダンパー形状に対す

る評価を行い，本手法の適用範囲を明確にしていく予定である。 
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